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個人情報保護法の改正に伴う個人情報保護条例の改廃について 

 

 

区ではこれまで、国に先駆けて杉並区個人情報保護条例（昭和 61年杉並区条例第 39

号。以下「個人情報保護条例」という。）を制定するなど、個人情報の保護に関する先

進的な取組を行い、信頼される区政の実現に努めてきました。 

一方、個人情報の保護に関する法律（以下「個人情報保護法」という。）等の関係法

律が統合されたことに伴い、地方公共団体の個人情報保護制度については統合後の個人

情報保護法（以下「改正後の個人情報保護法」という。）において全国的な共通ルール

を定め、制度全体の所管は国の個人情報保護委員会に一元化されることになりました。

令和５年４月１日以降、地方公共団体にも改正後の個人情報保護法が直接適用されるこ

とになるため、個人情報保護条例を廃止し、それに代わる新たな条例を整備する必要が

あります。 

このことを踏まえ、区のこれまでの個人情報保護制度に係る基本的な理念や考え方を

引き継ぎ、改正後の個人情報保護法に対応した、新たな個人情報保護制度を構築するた

め、個人情報保護条例の改廃に向けて、下記のとおり取り組むことについて報告します。 

 

記 

 

１ これまでの経緯 

個人情報保護法等の関係法律が統合されたことに伴い、杉並区情報公開・個人情報

保護審議会条例（昭和 61 年杉並区条例第 41 号。）第２条第１項第１号に基づき、杉

並区情報公開・個人情報保護審議会（以下「審議会」という。）に対し、個人情報保護

条例の改廃等に向けた基本的な考え方について、令和４年６月 14 日に諮問したとこ

ろ、同年 11月１日に答申を受けた。 

この答申を踏まえ、新たな条例の整備に当たっては、これまで区が推進してきた個

人情報の保護に向けた取組を維持向上させ、引き続き区民等の権利利益の保護が実現

できるよう制度を構築することとする。 

 

２ 新たな条例の骨子の主な内容（別紙のとおり。） 

（１）基本理念及び責務 

（２）個人情報登録簿の作成及び公表 

（３）委託等の記録 

（４）開示請求等の手数料 

（５）開示決定等の期限 

（６）開示決定等の期限の特例 

（７）訂正決定等及び利用停止決定等の期限 

（８）審議会への諮問 

 

 



３ 区独自の主な取組 

（１）基本理念の設定 

区の個人情報保護への姿勢を明確にするため、基本理念に係る規定を新たに設け

る。 

（２）個人情報登録簿の作成及び公表 

個人情報の適正な収集、管理、利用のため、改正後の個人情報保護法では任意と

されているが、個人情報登録簿等の作成・公表を継続する。 

（３）開示決定等の期限 

開示請求の標準処理期間は、開示請求があった日の翌日から起算して 14 日以内

（改正後の個人情報保護法では 30日以内）とし、延長可能な期限は 44日以内に

短縮する（現行制度では開示請求があった日の翌日から起算して 60 日以内）こ

とにより、より迅速な開示決定に努める。 

（４）審議会への諮問（自己点検表を活用した内部審査の実施等） 

審議会への類型的な諮問・報告が許容されなくなることへの代替策として、内部

審査を実施する際の自己点検表（チェックリスト）及び自己点検表の根拠となる

安全管理基準等に関する基準を審議会に諮問し、審議会の意見を取り入れながら

内部審査を行う体制を確保することで、個人情報の適正な取扱いを実施する。 

 

４ その他 

（１）区の機関は、個人情報の取扱いに当たっては、十分な安全管理措置を実施し、情

報漏えい等の事件及び事故を防止することを、改めて区の責務として条例に明記す

る。 

（２）行政機関等匿名加工情報※１の提案募集については、審議会の答申において、全

国的に同制度に関する十分なノウハウが蓄積されておらず、適切な運用ができるか

懸念があると指摘されていることから、当面実施せず、当該情報の利用に関する契

約の手数料に係る規定は設けないこととする。 

（３）条例要配慮個人情報※２については、現時点において、区が保有する個人情報に

は該当するものはないと判断し、条例要配慮個人情報に係る規定は設けないことと

する。なお、今後、区が保有する個人情報において該当すると思慮される場合が生

じた際には、審議会の意見を聴いた上で、規定を設けるか検討する。 

（４）改正後の個人情報保護法の施行並びに個人情報保護条例の廃止及び新条例の制定

に伴い、杉並区自治基本条例等について必要な規定を整備することとする。 

 

※１ 行政機関等が保有する個人情報について、特定の個人を識別することができ

ないように加工し、その個人情報を復元できないようにした情報 

※２ 地方公共団体の機関が保有する個人情報のうち、地域の特性その他の事情に

応じて、本人に対する不当な差別、偏見その他の不利益が生じないようにそ

の取扱いに特に配慮を要する記述等として当該地方公共団体の条例で定める

記述等が含まれる個人情報 

 

５ 今後のスケジュール（予定） 

令和４年 12月 区民等の意見提出手続（12/1～1/4） 

令和５年 ２月 第１回区議会定例会に新条例案を提出 

 ４月 新条例施行 
 



  

新たな条例の骨子 

 

１ 趣旨 

この条例は、個人情報の保護に関する法律（平成 15年法律第 57号。以下「法」という。）

の施行に関し、必要な事項を定めるものとします。 

 

２ 基本理念及び責務 

以下の点を踏まえ、基本理念並びに区の機関（※）及び事業者の責務を定めます。 

○ 個人情報は、プライバシーを含む個人の人格と密接な関係を有し、確実に保護され

るべきものであることを踏まえ、個人情報の適正な取扱いを確保するための取組を維

持向上させることにより、区民等の権利利益を保護すべきであること。 

○ 区の機関は、個人情報の取扱いに当たっては、十分な安全管理措置を実施し、情報

漏えい等の事件及び事故を防止すべきであること。 

○ 事業者は、個人情報の保護の重要性を認識し、個人の権利利益を侵害することのな

いよう、その適正な取扱いに努めるべきであること。 

※ 区の機関とは、区長、教育委員会、選挙管理委員会、監査委員及び農業委員会を指

します。 

 

３ 個人情報登録簿の作成及び公表 

区の機関は、業務を新たに開始するに当たり、個人情報を収集するときは、個人情報登

録簿を作成し、公表しなければなりません。個人情報登録簿には、業務の名称、個人情報

の収集目的等を登録します。 

※ 区が従来使用してきた個人情報登録簿等の作成・公表については、法では任意とさ

れていますが、区では作成・公表することとします。 

 

４ 委託等の記録 

区の機関は、以下のときは、規則で定める事項を記録しておかなければなりません。 

○ 保有個人情報（※１）に係る業務の処理を外部に委託しようとするとき又は指定管

理者に公の施設の管理を行わせるとき 

○ 保有個人情報に係る業務について、労働者派遣の役務の提供を受けようとするとき 

○ 利用目的以外の目的のために保有個人情報を自ら利用したとき（※２） 

○ 保有個人情報の区の機関以外のものへ提供したとき（※２） 

※１ 保有個人情報とは、区の職員が職務上作成し、又は取得した個人情報であって、

当該職員が組織的に利用するものとして、区の機関が保有しているものをいいます。 

※２ 個人情報の保有の制限、不適正な利用の禁止、適正な取得、利用及び提供の制限

等は法に規定されており、個人情報の目的外利用や外部提供は法に適合する場合の

み行うことができます。 

別紙 



５ 開示請求の手数料 

開示請求（※）の手数料の額は、無料とします。 

保有個人情報の写しの交付等に要する費用は、開示請求者の負担とします。 

※ 法の定めるところにより、何人も、区の機関に対し、自己情報の開示請求を行うこ

とができます。 

 

６ 開示決定等の期限 

開示決定等は、開示請求があった日の翌日から起算して 14日以内（※１）に実施します。

ただし、開示請求者に対し、開示請求書の形式上の不備を補正するよう求めた場合は、当

該補正に要した日数は、当該期間に算入しません。 

また、事務処理上の困難その他正当な理由があるときは、期間を 30日以内（※２）に限

り延長することができることとします。この場合、区の機関は、開示請求者に対し、遅滞

なく、延長後の期間及び延長の理由を書面により通知しなければなりません。 

※１ 法では「開示請求があった日から（開示請求があった日の翌日から起算して）30

日以内」とされていますが、杉並区においてはこれまでどおり決定期限を原則 14日

以内とします。 

※２ 延長期間は、法に定めるとおり 30 日以内としますが、期間の延長がなされると、

「開示請求があった日の翌日から起算して 44日以内」に開示決定等が実施されるこ

ととなり、現行の「開示請求があった日の翌日から起算して 60日以内」よりも開示

決定等に係る期間が短くなります。 

 

７ 開示決定等の期限の特例 

開示請求に係る保有個人情報が著しく大量であるため、開示請求があった日の翌日から

起算して 44 日以内にその全てについて開示決定等をすることにより事務の遂行に著しい

支障が生ずるおそれがある場合には、区の機関は、開示請求があった日から 44 日以内に、

開示決定等が可能な部分についてまず開示決定等をし、残りの部分については相当の期間

内に開示決定等をすれば足りることとします。この場合において、区の機関は、開示請求

者に対し、その理由及び残りの部分について開示決定等を行う期限について書面により通

知しなければなりません。 

 

８ 訂正決定等及び利用停止決定等の期限 

訂正決定等及び利用停止決定等は、訂正請求及び利用停止請求（※１）があった日の翌

日から起算して 20日以内（※２）に実施します。ただし、請求者に対し、請求書の形式上

の不備を補正するよう求めた場合は、当該補正に要した日数は、当該期間に算入しません。 

また、事務処理上の困難その他正当な理由があるときは、期間を 30日以内（※３）に限

り延長することができることとします。この場合、区の機関は、請求者に対し、遅滞なく、

延長後の期間及び延長の理由を書面により通知しなければなりません。 

※１ 法の定めるところにより、何人も、区の機関に対し、自己情報の訂正請求及び利

用停止請求を行うことができます。 



※２ 法では請求があった日から 30日以内とされていますが、杉並区においてはこれま

でどおり決定期限を原則 20日以内とします。 

※３ 延長期間は、法に定めるとおり 30 日以内としますが、期間の延長がなされると、

「請求があった日の翌日から起算して 50日以内」に決定が実施されることとなり、現

行の「請求があった日の翌日から起算して 60日以内」よりも決定に係る期間が短くな

ります。 

 

９ 審議会への諮問 

区の機関は、個人情報の適正な取扱いを確保するため専門的な知見に基づく意見を聴く

ことが特に必要であると認めるとき（例：個人情報の適正な取扱いを確保するために行う

内部審査の際に使用する「自己点検表（チェックリスト）」や自己点検表の根拠となる安全

管理措置等に関する基準の策定・改定を行う場合など）は、杉並区情報公開・個人情報保

護審議会に諮問することができることとします。 

 

10 運用状況等の公表 

区長は、毎年１回以上、個人情報保護制度の運用状況等について公表しなければなりま

せん。 

 

11 条例の施行日 

令和５年４月１日に施行します。 

 

12 その他の条例改正 

杉並区自治基本条例（平成 14 年杉並区条例第 47 号）等、必要な条例については、法の

改正に伴う規定の整備を行う予定です。 
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